
公社等外郭団体の平成１７年度決算に基づく経営状況等の概要                    

１．法人数・役職員数  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．財務状況 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

 

                                                      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

３．県からの財政支出（委託・補助等）の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

①  単年度収支（当期損益・正味財産増減額） 

    

-50000

-40000

-30000

-20000

-10000

0

10000

20000

30000

40000

14年度 15年度 16年度 17年度

公益法人

株式会社

単位：百万円  
38,985 

△ 19,534 
△ 6,339 

△ 5,222 
△ 1,299 

△ 3,291 

②  累積損益（公益法人会計の場合は基本金等を除く正味財産額）  
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△125,003 

単位：百万円

△ 3,861 

△ 95,928 

32,310 

△ 103,613 

△ 4,287 

東葉高速鉄道（株）  

△ 82,664 百 万円  

千 葉 都 市 モ ノ レ ー ル

(株 )△ 29,638 百 万円  

○法人数   平成 17 年 4 月 1 日現在   ４９法人 
                  （１６年度対比  １法人減）

○役職員数  平成 17 年 7 月 1 日現在   ２，７７９名 
（１６年度対比  ３５２名減）

住宅供給公社  

△ 41,226 百 万円  

(分 譲 資 産 の 評 価 損 の 計 上

による ) 

 
①  平成１４年度⇒平成１７年度  

 

総額５２３億６千万円⇒３９０億２千万円   １３３億４千万円の減額     

                        （２５．５％減）  
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②  平成１６年度⇒平成１７年度  

 

総額３９０億１千万円⇒３９０億２千万円   １千万円の増加 

（０．０３％増）   

 

 

 

   

【主な要因】 

 社会福祉事業団  ３９億８千万円⇒２８億４千万円 

           （地域生活移行の促進に伴う規模の縮小による減少等）   

   道路公社     ４２億６千万円⇒３４億２千万円 

           （道路改良委託の減少等） 

 

 

 

   

 

【主な要因】  

   福祉ふれあい財団  ９億２千４百万円⇒１８億２千万円 

           （解散に伴う職員の退職金を措置したことによる増加等） 

   観光公社          ６千万円⇒ ４億７千万円 

           （指定管理者制度導入に伴い、職員の退職給与引当金を 

           措置したことによる増加等）    

○委託料   ３０７億３千万円⇒２９２億２千万円         

１５億１千万円減少（４．９％減） 

○補助金・交付金・負担金 

       ８２億９千万円⇒９８億円         

１５億１千万円増加（１８．２％増） 

住宅供給公社  

33,198 百 万円  

(債務免除益による ) 

△ 44,125 

△ 5,064 

38,197 

△ 100,950 

単位：百万円  


